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第 5 章 CLC センター長の職業経歴と力量形成
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   1 CLC の基盤整備
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モンゴルの 1 人当たりの GDP は 1989 年に過去最高を記録したが、翌 90
年から 4 年連続で減少を続け、93 年には 89 年の 7 割にまで落ちた。94
年には経済がプラス成長に転じ、以降は回復を続けたが、それでも 97
年の時点では 89 年の 76％にとどまっていた。一方、91 年から毎年 2 ケ
タのインフレが続き、特に 92 年には年 325％、93 年には 183％上昇した
ため、97 年の物価水準は 91 年の 87 倍にも達していた。
教育への影響も深刻で、社会主義時代に積み上げてきた高い識字率、
就学率の下落という、深刻な問題が発生した。例えば、93 年には義務教








































































                                                  
１ クームス (Philip H.Coombs) の定義（1968 年）に起因する
２ 丸山、ほか 2013:ii
３ 住岡英毅（2003:426）
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４ OECD（ Organisation for Economic Co-operation and Development＝経済開発
協力機構）が発表している「ODA（Official Development Assistance＝政府開発援助）





最新リストでは、2016 年時点の一人当たり国民総所得（GNI）が 12,235 米ドル以下
の国々）②国連によって後発開発途上国（Least Developed Countries）に分類され
る国々（一人当たり国民総所得（GNI：Gross National Income）、人的資源指数（HAI：
Human Assets Index）、経済脆弱性指数（EVI： Economic Vulnerability Index）に
よ っ て 判 断 さ れ る ）。 OECD が 発 表 し た 上 記 の 最 新 の リ ス ト “ DAC (Development 
Assistance Committee 、 OECD の 内 部 委 員 会 の 一 つ ) List of ODA Recipients 
Effective for reporting on 2018, 2019 and 2020 flows”ではモンゴル国は「下位
中所得国」（一人当たり GNI が 1,006～3,955 米ドル）の区分に含まれている（ジェト
ロ （ 日 本 貿 易 振 興 機 構 ）・ ア ジ ア 経 済 研 究 所 ホ ー ム ペ ー ジ
https://www.ide.go.jp/Japanese/IDEsquare/Column/ISQ000007/ISQ000007_005.htm
l、参照日 2019.2.21）ほか





ン（COMECON：Council for Mutual Economic Assistance）。モンゴルはコメコンに
1962 年に加入。コメコンは 1991 年 6 月に解散。青木（1993）によれば、モンゴル国














































途 上 国 開
発理論
経済開発論
基 本 的 人 間 ニ
ーズ
(BHN ２ ) 型 開 発
論







工 業 化 を 通 じ
た経済成長
BHN の充足
工 業 化 を 通 じ た
経済成長、
市場機構の活用













重 視 さ れ
る 教 育 分
野
理 工 系 及 び 技 術
系の高等教育




理 工 系 及 び 技 術
系の高等教育
































































あった。脱学校論を唱えたイリイチ １ ０ や、被抑圧者の教育学を提起した




















1-1-3 ノンフォーマル教育概念の登場と教育の 3 形態の相互関係
前項で触れた学校教育の限界性への認識による新しい教育形態の模
索 、 生 涯 教 育 ・ 生 涯 学 習 概 念 の 広 ま り の 中 で 、 ク ー ム ス （ Philip 
H.Coombs、 1963～ 1968 年 に ユ ネ ス コ 教 育 計 画 国 際 研 究 所 （ IIEP：
International Institute for Educational Planning）の初期所長で











クー ム ス は 1973 年の ユ ニセ フ １ ２ 宛て の報 告 書“ New Paths to 
Learning for Rural Children and Youth”において教育の 3 形態の存
在を明らかにし、それらの相互関連性への重視を促した。さらに、1974
年の世界銀行あての報告書“Attacking Rural Poverty: How Non-





年のユニセフ宛ての報告書（“ New Paths to Learning for Rural 






境での教育 的影響 や資源― 家族や 隣
人、労働や遊び、市場・図書館・マス
メディア―から態度、価値、技能、知


















ノ ン フ ォ ー マ ル 教 育
組 織 化 さ れ た
教 育 活 動
フ ォ ー マ ル 教 育















っ て 適 用 可 能 な 用 語 へ 翻 訳 す べ き 最 低 限 の 学 習 ニ ー ズ (Minimum 






















































支出は大きく減少し、1980 年と 1987 年の比較における減少の割合は、






（Education for All: EFA、1990～2015 年）の取り組み、「ミレニアム





for Sustainable Development: ESD）の取り組みも EFA とほぼ時期を
同じくしてその重要性が確認されたことを受けて、ESD の理念と教育
開発の理念を併せ持った、より包括的な取り組みが始まっている。そ
れは「持続可能な開発目標」（Sustainable Development Goals: SDGs、




1 万人のための教育(Education for All: EFA)
「万人のための教育」とは、1990 年にタイのジョムティエンで行わ
れた「万人のための教育世界会議」（World Conference on Education 
for All：WCEFA）２ １で採択され、次いで2000 年に「世界教育フォーラ














EFA の取組みは教育関連 MDGs（ 2001～ 2015）や国連識字の 10 年

















開発目標も採択された(Millennium Development Goals: MDGs)。MDGs 
は貧困削減のための社会経済活動を広くカバーする8つの目標群だが、
教育に関しては、EFA 目標の中から「初等教育の完全普及」と「教育に
おける男女間格差の解消」の2つが取り入れられた ２ ６ のが教育関連
MDGsである。

























2002 年の第 57 回国連総会において「持続可能な開発のための教育
の 10年」（DESD：Decade of Education for Sustainable Development、

























4 持続可能な開発目標4（Sustainable Development Goal 4:SDG4）
2015年 9月 に開 かれ た第 70回 国 連総 会で 2015年を 達成 期限 とし た
MDGsに代わって、「我々の世界を変革する：持続可能な開発のための
2030アジェンダ」が採択され、2030年を達成期限とする「持続可能な開



























2015 年に、ダカール行動枠組みが目指した EFA 目標も達成期限を迎
えたため「世界教育フォーラム 2015」が同年の 5 月に韓国の仁川で開
催され、「仁川宣言」を採択した。「仁川宣言」は EFA、MDGs の教育関連
目標の残る課題、近時の新たな課題に対応するため、2015 年以降の国





「Education 2030 ハイレベル会合」で、 SDG4 をグローバルレベル、
地 域 レ ベ ル 、 国 レ ベ ル で 着 実 に 実 施 す る た め の 行 動 枠 組 で あ る
「Education 2030 行動枠組」が採択された。これまで、国際社会は教
育開発の主たる事業として EFA の達成に向けて取り組んできたが、今
後は SDG4 の達成に向けて「Education 2030 行動枠組」に基づいて取組
を進めていくこととなった ３ ２。
























































フ ォ ー マ ル
教 育 教 育
イ ン フ ォ ー マ ル 教 育





ユ ネ ス コ に よ る 定 義 を み て み る と 、 国 際 教 育 標 準 分 類 1997














































































出所：丸山 2013:39、 2016b:64、 2016a:73
図 1-4 丸山らによる定義
（公式性と形式性にもとづくノンフォーマル教育の分類：
I、 III、 IV がノンフォーマル教育）






フ ォ ー マ ル 教 育 イ ン フ ォ ー マ ル 教 育
柔 軟 な 学 校 教 育        
文 脈 化脱 文 脈 化

































































































































































































































































第 3 節 登場以降の発展途上国における実践、
識字教育及びエンパワーメントとの関連、抱える課題
1-3-1 ノンフォーマル教育政策の展開
世界銀行は 1971 年の教育部門作業報告 ３ ８にて、途上国、特に農村地
域における、フォーマル制
度 外 に お か れ て い る 膨 大
な数の子ども、青少年、そ
し て 成 人 を 対 象 と し た ノ




































Formal 96 95 83 86
Primary 0 5 14 19
Secondary 84 50 43 34
        Higher 12 40 26 33
     Nonformal 4 5 17 14
Total 100 100 100 100
出所：Philip H. Coombs “ The World Crisis in 
Education, The View from the Eighties” Oxford 

















































































































































































































































































































































































ど、人間としての基本的なニーズをいう （開発援助用語・ JICA 関連用語 p228、
https://www.jica.go.jp/about/report/2001/pdf/ann2001_37.pdf 、 参 照 日
2019.20）
























ト」（ entitlement）とそれに基づく「潜在能力」 (capabi li ty)を基準に、開発を評
価していくべきであると提案した。その影響を受けて国連開発計画が 1990 年か
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７ ロジャーズ アラン (2009)『ノンフォーマル教育―柔軟な学校教育または参加
型教育』丸山英樹他訳、国立教育政策研究所 (Rogers A. (2004) “ Non-Formal 
Education: Flexible Schooling or Participatory Education?” Comparative 
Education Centre, The University of Hong Kong, Kluwer Academic Publishers)
８ UNESCO (United Nations Educational, Scientific and Cultural 
Organization) 国連教育科学文化機関
９ United States Agency for International Development





１ １ （Paulo Freire,1921 年～1997）ブラジルの教育者・教育思想家。農村地域で
の識字教育に従事した体験をもとに 1969 年に『被抑圧者の教育学』を著し、抑圧
された人間が教育を通じて自由を取り戻す道筋を追求した（丸山 2013:39）
１ ２ UNICEF (United Nations Children’ s Fund) 国連児童基金









１ ４ 初等教育と成人の非識字に焦点を当てた概念（中岡 2018:132）。1951 年の国連






（河内 2016:81）。尚、“Working paper on the definition of Fundamental 





１ ６ この部分は、大安喜一（ 2013）「第 5 章、教育開発の課題とノンフォーマル教
43
                                                                                                                                                         
育」１～３（p93-109）、丸山英樹、太田美幸編『ノンフォーマル教育の可能性』
新評論、吉田 和浩「第 2 章 教育セクター国際協力の潮流と世界銀行の協力事




１ ７ 構造調整 (structural adjustment)：債務返済が不能ないし困難に陥った発展
途上国に対し世界銀行が 1980 年に導入した計画。債務国の経済構造の改善が必要
との立場から、構造調整融資と引き換えに広範な経済自由化を行う。市場の調整メ
カニズムが最大限発揮されるよう、IMF（ International Monetary Fund＝国際通貨
基金）や世界銀行の指導のもと、緊縮財政、民営化、輸出志向型工業化などの一連
の措置が実施される。国際収支の改善を最優先するこれらの政策は社会的弱者の
生活を直 撃する 結果 を生ん でおり 、各方 面 から厳し い批判 が向 けられ た（江 原
2001:18）
１ ８ 80 年代に入ると…特に経済危機の影響が深刻であったアフリカ地域やラテン
アメリカ地域では、構造調整政策の名の下に、教育分野を含む社会・福祉関連の予
算が大幅に削減され、教育の発展に深刻な影響を及ぼした。これらの地域では 80
年代は「失われた 10 年」 (lost decade)と呼ばれている（江原 2001:302）。
１ ９ 小川ほか、2005:iii
２ ０ 小川ほか、2005:6




２ ２ 「世界教育フォーラム」 (World Education Forum: WEF)も WCEFA の主催者 4 機
関に UNFPA（国連人口基金）が加わった 5 機関の主催で開催された
２ ３ 山田 2006:1




の に す る た め の 条 件 と し て 必 須 で あ る こ と を 改 め て 確 認 し た
(https://www.jinken-net.com/gozonji/knowledge/0301.html、
参照日:2018.6.12)
２ ５ 2015 EDUCATION FOR ALL 2000-2015: Achievements and challenges
2013/4 Teaching and learning: Achieving quality for all
2012 Youth and skills: Putting education to work
2011 The hidden crisis: Armed conflict and education
2010 Reaching the marginalized
2009 Overcoming inequality: Why governance matters
2008 Education for All by 2015: Will we make it?
2007 Strong foundations: Early childhood care and education
2006 Literacy for life
2005 Education for All: The quality imperative
2003/4 Gender and Education for All: The leap to equality
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2002 Education for All: Is the world on track?










の 83％から 2015 年には 91％まで達している。
・世界全体では、初等教育就学年齢の非就学児






・世界全体で 15 歳～ 24 歳までの若者の識字率
は 1990 年～ 2015 年の間に 83％から 91％まで増
加している。男女間の格差を狭まっている。
・ 不 就 学 児 童 は い ま だ に
5,780 万 人 お り、 この う ち
38％は紛争 影響国 の子ども
である。 2015 年に低中所得






























２ ９ 環境省 2014:3
３ ０ 「持続可能な開発のための 10 年（DESD）」は日本政府が NGO の協力の下、2002
年の持続可能な開発に関する世界首脳会議（ヨハネスブルグ・サミット）にて提案
したものである
３ １ Ross Wade 2008、ほか





３ ３ 住岡英毅“ノンフォーマル・エデュケーション (non-formal education)”ｐ
426、教育用語辞典、 山﨑 英則、片上宗二 ほか、株式会社ミネルヴァ書房、 2003
３ ４ 吉 田 ほ か 2018:95-96 、 文 部 科 学 省 ホ ー ム ペ ー ジ
(http://www.mext.go.jp/component/a_menu/education/detail/__icsFiles/afie
ldfile/2016/06/02/1371462_06.pdf、参照日：2019.02.20）
３ ５ 西井 1991:5
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３ ７ Coombs, P. H.,他（1973:25-26）、この部分は筆者による仮訳
３ ８ 世界銀行の初の教育部門に対する報告書。1963 年度以降の教育政策に検討を加
え、今後の 5 年間の方針を明らかにしている
３ ９ World Bank, Education Sector Working Paper (Washington,1971),p 19-21
４ ０ 1971 年シンガポールで開かれた第 3 回地域文部大臣会議で決議され、 1974 年
よ り 実 施 を 開 始 。 ま た 、 ア ペ イ ド 事 業 を 進 め る 上 で の 事 務 所 と し て ア セ イ ド




４ １ 山西優二 1988:101
４ ２ JICA 2005.5a:150-151
４ ３ 詳しくは、JICA 2005.5a 第 1 章「ノンフォーマル教育協力の概況」を参照
４ ４ 例えば，80 年代後半以降の成人教育に関わる NGO 活動の活発化の中での世界
的な「学習」概念の重視には、「エンパワーメント」のための学習という側面への
まなざしが示唆される（渡邊 2002:240）など





４ ７ 国連開発計画（United Nations Development Programme=UNDP）







５ ０ 佐藤千寿ほか 1999、磯野昌子 1999、武田 丈 2003、大橋知穂 2005a、源田理
子 2007 などを例としてあげることができる




                                                                                                                                                         
2007:6）
５ ３ 中嶋（2007:18）によるとインドではノンフォーマル教育センターに通ってい



























モンゴル国の 2018 年度末の総人口は約 3,200 万人であり、国民の約
半分が首都ウランバートル市に居住している。人々の平均寿命は 70 歳






モンゴル国は、1921～1990 年までの 70 年間、世界第 2 番目の社会主






は図 2-1、図 2-2 の通りである。
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図 2-1 総人口の推移
出所：モンゴル国立統計局 (2011:28)、モンゴル国立統計局ホームページ、参照日 2018 年
11 月 11 日
図 2-2 人口ピラミッド
出所：モンゴル国立統計局 ホームページ 2018.11 の情報により筆者作成。
2010 年時点での失業率は、男性 9.3％、女性 7.8％、2018 年時点で


























図 2-3 モンゴル国：21 アイマグとウランバートル市
図 2-4 国家行政の構成と単位
出所 ： モンゴ ル国立 統計 局ホー ムペー
ジ 2018.11 の情報により筆者作成。
国家




バ グ （ 15 68 バ グ ）ホロー（152 ホロー）
ソ ム （ 3 30 ソ ム ）
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は 1989 年から 2010 年の 20 年間で 2 倍以上に増えている。これは 1989
年のモンゴル国の総人口が 2,044,000 人、2010 年の総人口が 2,754、
700 人で 35 パーセントポイントの増加を見せているに対して大きな数
値であり、体制転換後に都会への人口の移動が急速に行われたことを
示している。
図 2-5 モンゴル国 3 大都市の人口推移
出 所 ： モ ン ゴ ル 国 立 統 計 局 （ 2011:30）、 モ ン ゴ ル 国 立 統 計 局 ホ ー ム ペ ー ジ （ 参 照 日 ：




らい前から 5 種類の家畜 ２を飼育し、家畜から取れる肉、酪農品を食べ
たり、毛皮などで服を作って着たり、販売して収入源にしながら生活





































































表 2-1 1911 年～1921 年前の学校教育、伝統教育の形態






随 時 開 か れ 、 読
書 き 算 、 職 業 教
育、芸術教育（少












児 童 ・ 青 少
年 初等、中等教育 自治政府
公立学校 児 童 ・ 青 少年
読 み 書 き 算 、 外
国語 地方行政
出所：Shagdar 2000:92-96、 107-109、 118－ 119、 モンゴル科学アカデミー 1988:421-430、
モンゴル共和国科学アカデミー 1966:480-496 から筆者作成。
1910 年代初期に、不完全な情報ではあるが 55 のホシューの学校に
360 人以上の生徒が学んでいたのはそれらホシューの人口の約 0.3％に
なったおり、「ただし、学校に行かせた人の中には女子が居なかった」
ことが指摘されている １ ２。1915 年に国立初等中等学校と大学の設立、
そこで教える教育内容に関する基本方針、さらに、初等中等学校の教
育内容の基準、試験を実施する規則が発効した １ ３。1918 年の時点で、
モンゴルには約 80 校の学校が活動し、首都のフレー（市）とそれに次
ぐ大規模の都市であるウラーンゴム市には満州語・中国語の学校、ロ












1921 年 7 月に樹立された新政府は 1 ヶ月後の 8 月に国民学校設立決





表 2-2 学齢期児童を対象に行った教育政策の形態（1921 年以降）








の時点で 13 校に 501 人





地 域 の 公 立 学 校 （ 1924













1923 年 私立小学校 児童・子ども
ク リ ス ト 教 、 モ ン









住 民 に よ る 自 発 的 学 校









5 月から 10 月の間、
約 3 カ月間開かれ、
識 字 と 算 数 が 中
心。 2 夏（ 2 学期）
こ の 学 校 に 通 っ て












8 校 が 試 験 的 に 稼
働 。 4 月 中 旬 ～ 10
月 下 旬 の 間 、 休 業
な し で 開 か れ 、 卒
業 す る と 普 通 教 育








出所：Shagdar. Sh 2000:92-96、107-109、118-119、モンゴル科学アカデミー 1988:421-430、
モンゴル共和国科学アカデミー 1966:480-496 から筆者作成。
次には 1923 年に初めての中学校が設立された。1923 年の時点では国
立学校と地方行政による公立学校（1922 年から設置）の 2 形態があっ
たが同年からすべての小学校の経費を国の予算に反映させ、実行させ
た。また、1934 年から住民による自発的学校が多く設置されるように













園が 1930 年に、大学（モンゴル国立大学）が 1942 年にそれぞれ設立





児童の 13％ が修学し ていたと いう 状況（モンゴ ル科学ア カデミ ー
1988:424）にあり、学齢期児童を対象に学校を普及させることが急務









全普及の目標は 1987 年に達成されたとみなされている ２ ３。
3 憲法における教育の保障
モンゴル人民共和国では、1924 年に発効された初の憲法で、国民に










































表 2-3 モンゴルにおける学校数及び学生数の変移（ 1921 年～2010 年）
1921 1930 1940 1950 1960 1970 1980 1990 1995 2000 2005 2010
普通教育学校 1 122 331 421 419 503 574 634 664 683 724 751
学生数(人) 40 6820 24311 68614 107204 230406 372112 440986 403847 494544 556876 512213
1(19
55年）
学生数(人) 99 8117 15477 22279 10400 5370 3603 10685 2858
中等特別専門
学校 - 3 7 12 15 19 25 31 27 - - -
学生数(人) 145 1332 3186 8811 11121 18734 18478 5584 - - -
技術専門学校 - - - - - 28 37 44 38 36 35 63
学生数(人) 10628 22109 29067 7987 12177 23249 46071
単科大学／総
合 大 学 、 カ
レッジ
- - - 4 7 5 7 8 66 172 174 113
学生数(人) 1 197 1476 6909 8427 23214 17338 32777 84970 138019 170126
合計 1 125 338 438 490 813 957 927 894 977 1222 1024
学生数(人) 40 6966 25840 73375 131041 276059 458448 516269 455565 595294 728829 731268




育学校 - - - 49 258 314 210













1990 年～1995 年の間の大学の数は 27 校のテフニクムを引いてみて
も 8 校から 39 校へと 5 倍の増加を見せていることは私立大学の設立が
認められたことを受けたことである。その後も、総合大学の分立に伴
う大学数の増加と私立大学の新設を含めて、大学数が 2005 年時点で




校、2018 年 94 校） ３ １。
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表 2-4 1921 年直後の成人識字教育活動の概要








な従弟教育 青少年 随時 個人
1923 年
～
識字サークル、成人学校 成人 識字教育 政府
1926 年
～




6 ヶ 月 間 の 成 人 識 字 教
室
成人（335 人、う
ち女性 100 人） 識字教育
国営の 10 校の学校で
開かれた。
1926 年 女性一般教養学校（ 2 か
月）
成人女性 識字教育 革 命 青 年 同 盟 の イ ニシアチブによる
1928 年
～












そ れ ぞ れ 労 働 者 、 公 務
員、成員に読み書きを教
え る こ と が 義 務 付 け ら
れる
成人 識字教育
第 9 回党大会、第 7 回
国 家 大 会 議 の 決 定 で




識 字 で き る 一 人 が 何 人
か に 識 字 を 教 え る よ う
呼びかけた。又、識字の
教 師 一人 は地 方 では 60
人、都会では 75 人に識




























第１期：約 1921 年～1939 年
1923 年からの成人識字学校、識字サークルが開かれるようになった
時期 ３ ５からはじまる。この時期に、前項表 2-4 に述べた各政策がとら
れた。1940 年の時点で、読書きできる人が 77,854 人いたのが全人口の
10％、7 歳以上人口の 20％となっていた ３ ６。






















これら強力な政策の結果、1948 年の時点で 295,807 人（総人口の約
40％）が読み書きをできるようになっていた。さらに、1951 年には成
人の 87％、1957 年には 8 歳～45 歳人口の 93.4％まで識字率が上がっ
たとみなされ、識字普及の目標が達成されたとみなされた ３ ９。
第 3 期：1955 年以降












れには約 160 人の教師、800 人の学生を動員したとされている(Shagdar 
2000:218)。これらの結果、1964 年に成人の文盲が一掃されたとの報告
























施策が実行に移された 1966 年を 2 つの時期として、シャグダル氏が分





























館数は 436 館、読書室は 619 カ所、特殊な図書館が 1 館（ウランバー
トルのガンダン寺の図書館）、都市、県庁所在地、ソムのクラブ・文化




















第 3 節と第 4 節では、1990 年代からの体制の転換（市場移行期）に
伴った教育分野の混乱、そのなかで確立されていったノンフォーマル
教育の制度と政策についてみていく。





～1995 年にほぼ 5 割減少する ４ ４。
表 2-5 教育に関する財政支出の推移
1991 1992 1993 1994 1995
教育支出 （ 100 万 ト グ リ グ ） 2 049.0 3 273.2 9 595.6 16 439.0 23 415.3
構成（％） 22.9 26.5 15.6 16.2 15.8





















1990 1991 1992 1993 1994 1995
学校総数 928.0 782.0 841.0 762.0 819.0 856.0
うち初・中等教育 634.0 643.0 679.0 663.0 659.0 664.0
教師総数 25.2 24.2 22.9 22.7 22.5 22.9
うち初・中等教育 20.6 20.5 19.4 19.2 19.1 19.4
生徒・学生総数 516.2 467.5 426.5 409.4 425.2 456.5















教育法は 1991 年から 2010 年の間に、1991 年、1995 年、2002 年とい





































































































































































































プログラムは 2004～2008 年、2009 年～2012 年の 2 段階に分けて実
施し、第 1 段階の末期に識字率が 99.0％を達し、識字教育の段階にお



























具体的な目的としては、目標 1 において：2008 年の時点で 99.0％の
識字率、ノンフォーマル教育と CLC の教育に参加する者の割合を女性
に 75.2%、男性に 59.5%それぞれ向上させ、両方を 99％に達成させるこ
と、学校不登校児童の 40％にノンフォーマル教育、同等性プログラム
による教育を補助することが目指されている。目標 2 において：ナシ






















・ 国家レベル：教育文化科学省（ノンフォーマル教育担当職員 1 人）















が委員長をつとめる）と CLC があり、都市部つまり区の CLC では




ｳ ﾗ ﾝ ﾊ ﾞ ｰ ﾄ ﾙ 市






局(NFE 担当職員 1 人）
教 育 文 化 科 学 省













































出所： 2009 年 3 月時点でナショナルセンターから提供された資料をもとに筆者作成 。
















































ンゴル国の総人口の識字率は、1989 年に平均 97.0％、内男性 98.2％、
女性 95.7％。2000 年には平均 95.4％、うち男性 95.3％、女性 95.4％、












































































退学率 8.1 8.8 6.2 4.3 3.5 3.8 3.4 3.4 2.9 2.8 2.2 2.1
出所： ‟Gegeerel” LRC Mongolia, Newsletter, Issue No.1, 


















1997年 1998年 1999年 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年
図2．学校以外にいる児童数（人、8～15歳、）
出所：ナショナルセンター 2005:16

























ナショナルセンター：作成し たプロジェクトの提 案が認められ れば、
ノンフォーマル教育に対する理論的、技術的調査 研究に当てている。





を助成してもらうことができ る （用途：バウチャ ー融資による職業教





ナショナルセンター：作成し たプロジェクトの提 案が認められ れば、
人材養成、教材開発、配布に当てている。
CLC：建築 費 ５ ６ 、教室、職 業訓練 用設備 ・機材 の整 備、ライ フスキル
教育、市民教育、その他の教育・啓発事業に当て ている。











































成されたとみなされた 1987 年からわずか 3 年後にはこれまで少なくと
も基礎教育の面で達成していたレベルが低下しはじめた。
こうした背景のなかで、教育法等においてノンフォーマル教育の存





















４ 参考文献（モンゴル語）5 および 6 の筆者
５ ゲルは伝統的な移動式住居であり、ゲル教室とはその住居、すなわち学校の教
80










８ 1924 年から 1990 年の 70 年近くにわたる社会主義時代、 モンゴル人民共和国で
は宗教は厳しく統制されてきた。 特に、1937 年を中心に行われた粛清では、1 万




１ １ Shagdar 2000:74-76
１ ２ Shagdar 2000:63-64
１ ３ Shagdar 2000:74-83
１ ４ Shagdar ほか、2010:607
１ ５ ギタほか 2007:52
１ ６ Shagdar 2000:86
１ ７ 1921 年８月に人民政府が学校に設立に関する決定を出し「第 2 条。…学校を開
き、たくさんの少年、少女に幼いうちから各種の文字を教えて教育し、知識を学
ばせて、大衆の事業に手伝わせるようにすることは実に良き事なのでこの学校を
設立して、（彼等を）集合させて教育する… 」と指定した (Shagdar 2000:92)
１ ８ モンゴル科学アカデミー 1988:71
１ ９ 初の小学校の生徒数と教員数に関しては 59 人の生徒（男子 37:女子 22 名）と
教師 2 名（Shagdar 2000:92,93）を置く３年制の学校、40 人の生徒（モンゴル科




２ １ Shagdar 2000:101
２ ２ Shagdar 2000:94-95
81
                                                                                                                                                         
２ ３ Shagdar 2000:418
２ ４ モンゴル科学アカデミー 1988:423
２ ５ モンゴル共和国科学アカデミー 1966:483
２ ６ こ こ で い う 技 術 専 門 学 校 と は 公 文 書 等 で の 英 語 の 表 記 は Technical and 









２ ７ こ の 奨 学 金 に 関 し て 、 完 全 な 情 報 を 入 手 で き な か っ た が 、 シ ャ グ ダ ル 氏
（Shagdar 2000:159-160）によると、1944 年に設立された職人学校の学生に 1 ヶ
月 1 人当たり 150～ 250 トグリグ、成績の優れた学生には 300 トグリグの給料を与
えるようになったのが中等特別専門学校の生徒に対する初の奨学金制度であった
となっている。また、モンゴル国閣僚評議会から 1942 年に第 7 号決定をだし、ウ
ランバートル市内の中等特別専門学校の学生に食費として 1 日 2 トグリグ以内、
在学中に下着、寝具を無料で提供、さらに貧困および保護者をなくした生徒に衣
類と文具を無料で提供するよう決定している。1954 年から閣僚評議会の第 22 号決
定によって、テフニクム及び中等特別専門学校の学生全員に 200～ 250 トグリグ、
成績が優秀な学生に 15％の追加、学習成果が不十分な学生の給料は５％減額する
等のことが指示された。大学の場合、 1944 年からスフバートル（人民革命の指導
者）記名奨学金、1945 年からチョイバルサン（当時の首相）記名奨学金、 1947 年
からすべての大学生に対する 175～ 300 トグリグの奨学金制度が始まったとしてい
る
２ ８ モンゴルでは 1990 年の時点で約 1000 のバグがあり、そのうち何百ものバグに
クラス担任をおいたバグ学校があった。1990 年代に入ってから学年の違う子ども
で構成されるクラスで授業をする初等学校に編成しなおされたがその後 ほとんど
が閉校された。 2004～ 2005 年の学年の場合、全国で、1 年生から 4 年生までを持
つバグ学校が 53 校あった (ギタほか 2000:153)
２ ９ 1989 年国勢調査による
３ ０ 社会主義時代に遊牧民協同組合としての「ネグデル」が全国的に組織展開され 、
82
















３ ２ Shagdar 2000： 118
３ ３ 革命青年同盟は 1921 年 8 月に人民革命党の下部組織として設立された
３ ４ Shagdar 2000:121
３ ５ Shagdar 2000:118
３ ６ Shagdar 2000:156
３ ７ Shagdar 2000:156-158
３ ８ モンゴル科学アカデミー 1988:219
３ ９ Shagdar 2000:156-158
４ ０ Shagdar 2000:220
４ １ 神沢 1981:60
４ ２ Duger 2001:9
４ ３ モンゴルはコメコンに 1962 年に加盟し、途上国と言われずに社会主義諸国か
ら大量の経済援助を受けていた。詳しくはギタ 2007:99-103 を参照。コメコン自
体が 1991 年 6 月に解散したことがモンゴルの経済に強い打撃となった。詳しくは
ギタ 2007:98 を参照
４ ４ アジア経済研究所 1997： 146
４ ５ 生徒寮の維持費と食事は実はネグデルが負担することが多かった ため、ネグデ
ルの解体による生徒寮の維持費や生徒の食事などの財源が確保できなくなった面
もある。
４ ６ アジア経済研究所 1997： 146
83
                                                                                                                                                         
４ ７ アジア経済研究所 1997:147
４ ８ 現在のモンゴル国教育科学文化スポーツ省の当時の名称
４ ９ モンゴル国科学教育省 (1993 年時点でのモンゴル教育文化科学スポーツ省の
名称)、米国連邦の教育開発アカデミーが共同作成
５ ０ モンゴル教育文化科学省（2005）






15 人、内 研究員 7 人、技術部の 5 人、会計係、センター長、センター長の助手
（2008 年 9 月にナショナルセンター職員にとったインタビューによる）







５ ５ 2009 年 3 月時点でナショナルセンターから入手した資料に よる値。
５ ６ ウランバートル市のバヤンゴル区 CLC の 1 館のみが日本の「草の根」運動から
建物建設費を受けている
84












進された。2008 年 8 月の時点で、国全体で 375 館の CLC があり、21 県





年 9 月（中央県のルン・ソムの CLC）、 2007 年の 6 月（中央県のエル
デネ・ソムの移動識字教室）、2008 年 8 月（ウランバートル市内の CLC）
にそれぞれ行い、聞き取り調査と資料収集を行った。分析はこれらの
調査と資料に基づいて進める。




ランバートル市全 9 区の総人口は 1,067,472 人（251,758 世帯）、うち
バヤンズルフ区の人口はその 22.0％にあたる 235,192 人（56,621 世帯）、






一部だが、都心との間に草原地帯が広がっている。 (http://mn.wikipedia.org より )

















教員組織：この CLC は現在、区役所の 15 の部局の一つになるまで事
業ステータスが高まっており、教職員はセンター長、技術主任、ソー






教員数は市内の CLC のなかで最も多く、会計係を除く 22 人の学歴は




また、教職員の年齢は 23 歳から 64 歳であり、全国の状況と比較し
た年齢層・性別状況は図 3-2、図 3-3 の通りである。
出所：ナショナルセンター「ノンフォーマル教育教職員の情報、2008 年」より抽出して作成。























1 0 0 %
1 2 0 %
女性 83% 96%
男性 17% 4%
全国 バ ヤ ン ズ ル フ 区 CLC
図 3-2 CLC 教職員の年齢層別構成
1 3 7 人 12 5 人
14 3 人






1 0 0 %
全 国 の CLC 2 4 % 2 2 % 2 5 % 2 9 %
バヤンズルフ区 CLC 3 7 % 2 6 % 4 % 3 3 %









雇うことがあった。2009 年の場合、23 人の教職員のうち、19 人が CLC
























教 職 員 数
補助教育の生徒数
教 職 員 数 5 12 1 9 2 2 2 5 3 0 2 7 2 3
補助教育の生徒数 36 3 1 2 4 3 2 3 3 3 7 3 1 3 1







2.2％（男性 2.0％、女性 2.5％）あった（表 3-1）。























総人口に占める割合（％） 2.2 3.2 16.4 30.1 29.7 9.2 9.2
男性人口に占める割合（％） 2.0 3.1 17 34 27.8 6.9 9.2
女性人口に占める割合（％） 2.5 3.4 15.8 26.2 31.6 11.3 9.2
出所：モンゴル国立統計局 (2001)『 2000 年国勢センサスの結果報告書 』 第 3 章「教
育、識字の状況」 p 23
一見、高い比率のように見えるが、この結果は自己申告にもとづくデータであ
り、注意が必要であること、また、総非識字者の約 34％が 15 歳から 24 歳







2005 年 2006 年 2007 年 2008 年 合計







35 人 136 人
出所：ナショナルセンター のデータベース、バヤンズルフ区 CLC のデータベース、「ー」
はデータ未入手
このように、年々ウランバートル市内の CLC が行なう成人識字教育
















（『 知 恵 の 目 ２ 』
『生活の需要』『健




（『 知 恵 の 目 ３ 』




















同 CLC は 2001～2008 年の間に約 1300 人（延べ人数約 2200 人）に教
育を補助し、うち 650 人を学校へ移行させた実績がある １ １。ウランバ
ートル市内の全 CLC の実績の合計と比較するため、上記の中から 2002
年～2006 年の実績を抽出して比較してみたのが表 3-3 である。
表 3-3 ウランバートル市の CLC 全体の同等性教育プログラムによる補助教育の学習者数と
バヤンズルフ区 CLC の実績の比較（2002 年～2006 年）
2002 年 2003 年 2004 年 2005 年 2006 年 合計
ウランバートル市の CLC 全体＊ 781 人 747 人 688 人 754 人 901 人 3,871 人
バヤンズルフ区 CLC＊ ＊ 360 人 312 人 240 人 310 人 330 人 1,552 人
(上記の 40.09%)
学校へ編入した児童 ＊ ＊ 212 人 108 人 70 人 80 人 39 人 509 人
(上記の 32.79%)
出所： ＊ ナショナルセンターのデータベース
＊ ＊ バヤンズルフ区 CLC のデータベース
表 3-3 でみると、バヤンズルフ区 CLC では 2002～2006 年の間に延べ
1,552 人が補助教育に参加し、これは、同期間中のウランバートル市の







た 195 冊のモジュール型教科書（初等教育レベル 54 冊、前期中等教育








国 家 が 定 め た 初
等 ・ 前 期 中 等 ・ 後
期 中 等 教 育 の 同 等
性 教 育 プ ロ グ ラ ム
（2001 年）、初等教
育 の 同 等 性 教 育 プ
ロ グ ラ ム 、 基 礎 教
育 の 同 等 性 教 育 プ
ログラム（ 2006 年）
同 等 性 教 育 の モ ジ
ュ ー ル （ モ ジ ュ ー
ル型教科書）
（『 天 候 』『 計 測 の




（『 混 合 グ ル ー プ
教育の指導法』『混
合 グ ル ー プ に 対 す
る 教 育 を 組 織 す る
マニュアル』『混合
グ ル ー プ に 対 す る
教 育 の モ ジ ュ ー
ル』『モンゴルにお
け る 混 合 グ ル ー プ














なり限られている（表 3-4）。ウランバートル市 9 区の CLC が 2001～2006
年に行った職業訓練への年平均参加者が 4,181 人であるので、1 区
(1CLC)あたりの年平均参加者は 464 人である。一方、バヤンズルフ区
の CLC では同期間に行ったコースへの年平均参加者が 56 人であり、ウ
ランバートル市全体と比較した場合には、この領域での参加者が極め
て少なくなっている。
表 3-4 職業訓練活動におけるウランバートル市全体の CLC の実績とバヤンズル
フ区 CLC の実績の比較（参加者数）
年





ｳ ﾗ ﾝ ﾊ ﾞ ｰ ﾄ ﾙ 市
の CLC 全 体 ＊
4243 人 9533 人 3606 人 3358 人 3540 人 806 人 25086 人 4181 人 464 人
ﾊﾞﾔﾝｽﾞﾙﾌ区
CLC＊ ＊
2002～ 2008 年の合計 391 人 56 人（上記
の 1.3％）
56 人 上 記 の
12.0％
出所： ＊ ナショナルセンター のデータベース
































年、15 校の約 460 人教師が参加）

































の 平 均 生
徒数
補 助 教 育 の 生 徒
数 （（ ） 内 は ７ ～





学 校 に い か な
い 学 齢 期 児 童
の合計
全国 754 537,546 713 人 10,069（4,774）人 8,775 人 13,549 人
ｳﾗﾝﾊﾞｰﾄﾙ市 210 184,265 877 人 1,139（ 670）人 730 人 1,400 人 =100%
ﾊﾞﾔﾝｽﾞﾙﾌ区 39 * 39,772 * 1020 人 310 * *（194）人 148 * * 342 人 =24.4%
出所：「モンゴル教育分野の統計 2007～ 2008」モンゴル教育文化科学省 2008 年
*バヤンズルフ区役所の HP で公開された値（2008 年 9 月）
** バヤンズルフ区 CLC のデータベース
     は筆者が上記データに基づいて出した値
こういった事情が大きな原因で、バヤンズルフ区 CLC の活動の重点
は同等性教育プログラムによる補助教育活動の方におかれてきたとい
ってよい。2008～2009 学年度の補助教育の学習者数は 310 人、その約
8 割もの人は地方からの移住者（図 3-8）である。年齢は 8 歳～26 歳、
教育文化科学省が出している教育分野統計の年齢区別に従ってそれと
比較すると図 3-7 の通りになる。
出所：全国、ウランバートル市のデータは『 モンゴル教育分野 統計 2007～ 2008』モンゴ
ル教育文化科学省 (2008)より、バヤンズルフ区のデータはノンフォーマル教育 遠隔教育
ナショナルセンター へ提出された同 CLC の報告書類よりそれぞれ抽出 して筆者作成
CLC 固有の施設がなく、教室は殆ど地域の学校の空き部屋やスペース
を利用し、また必要な場合にホローや連携のある NGO からその施設の
部屋を随時提供してもらっている。10 箇所１ ２にて補助教育の 11 教室














て 11～26 人、平均 18 人の生徒を抱えている。学年度は普通教育学校
と同じく 9 月から翌年の 5 月、6 月までつづく。
図 3-9 バヤンズルフ区 CLC のノンフォーマル教育教室の配置状況
凡
例：
Сургууль 学校 Гэгээрэл хөгжлийн т өв CLC
Зайны сургалтын тан хим
遠隔教育の教室 補助教育の教室
ОНХХ 住 民開 発ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ（ NGO）の
施設







り、180 人（58.0％）生徒の家庭は極貧家庭と判断されている １ ３。
こういった生活事情を抱えている児童であるため、労働をしている
児童たちの学級が別途一つ設けられている。殆どが市場で働いている











レベルの学級の例でみてみると生徒 20 人の年齢は 9～16 歳、学校中退

































3. CLC の活動に関する満足度：満足 90％、不満 10％
4. CLC が主催した事業への参加状態：親会議 55％、父親対象の事業
16％、物的支援供与 10％、運動会、男子開発事業に 6％、祝新年・
卒業式に 8％、その他 5％






第 2 節 地方部 CLC の活動
はじめに 中央県のノンフォーマル教育の事情
中央県の場合、国の中心地に位置し、県庁所在地であるゾーンモド
市 １ ８がウランバートル市から 43 km 離れている。面積が 74,800km2、
家畜頭数は 3,295,500 頭である。人口は約 88,000 人、27 のソムと 97
のバグに分かれる。33 の中等教育学校があり、うち 19 校は後期中等教
育学校、11 校が義務（前期中等）教育学校、３校が初等教育学校であ
る。それらで約 15,000 人の生徒が通い、791 人の教員が勤めているな
か、80％にあたる 671 人が女性教員である。また、37 の幼稚園・保育
所で約 2,800 人の子どもが通っており、そこで 115 人の教員が働いて
いる １ ９。
2006 年 7 月の時点では、県の総人口である約 88,000 人のうち 18,000
人が 7 歳から 15 歳の基礎教育学齢期の児童であり、その 2 割にあたる
















3-2-1 ルン・ソム CLC の活動
ルン・ソムは首都のウランバートル市より 135ｋｍ、県庁所在地のゾ
ーンモド市より 180ｋｍ離れた場所にある。面積 252,200km2 で人口は
約 3,000 人、内 31 歳未満の人口が 71％を占めている。ソムの普通教育
学校は、約 620 人の生徒を抱えており、そこに 31 人の教員が働いてい
る ２ ２。2006 年 7 月時点での学齢期児童の就学率が 66％２ ３であり、不
登校児童の問題が深刻な状態である。CLC はソムの学校の施設内に配置
されている。以下では、2006 年と 2007 年に実施した調査をもとに、ソ
ムのノンフォーマル教育の実態を描いていく。





























































































学習者 8 歳～ 15 歳 16 歳以上
合計 5 人 28 人
その内女性 2 人 11 人
上の学習者の内： 初等教育取得者 1 人 10 人
その内女性 - 4 人
基礎教育取得者 - 1 人
その内女性 - 1 人
出所：ルン・ソムの ノンフォーマル教育の教師Ｊ先生から入手した資料、 2006 年 9 月
ルン・ソムでは、同時期には学齢期でありながら学校に通っていな
い児童が 177 人もいることが県の教育局がとった調査 ２ ４で明らかにな












また、2006 年の 4 月にソム内で初めて専門知識の拡大を目指すメデ
ィア教室が「教育における新技術、新基準」といったテーマで開催さ

































































































































の CLC の場合は、補助教育の学習者に対して 2003 年から生徒一人当た
りの経費が国家予算から与えられるようになり、多くの生徒を抱える





















                                                  
１ 手打明敏 2010:8
２ “Non-formal Education Sector Analysis” by National Center of Non-formal 
and Distance Education of Mongolia, 2009
３ www.statis.ub.gov.mn(ウランバートル市統計局ＨＰ、参照日 2009 年 5 月 10 日 )
４ 同上 HP
５ Adventist Development and Relief Agency (ADRA) International (ADRA, ADRA 
International、アドラ) は、非営利、セブンスデー・アドベンチスト教会 運営の
国際人道支援活動。1956 年に設立、本部をアメリカ合衆国メリーランド州シルバ
ースプリングに持つ（ https://ja.wikipedia.org、参照日 2019 年 2 月 28 日）
６ バヤンズルフ区 CLC のセンター長へのインタビュー（ 2009 年 6 月 17 日）より
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７ 同上
８ バヤンズルフ区 CLC を訪問（2009 年 6 月 17 日）した際に提供された資料によ
る
９ ナショナルセンターの専門家によって提供された情報、 2009 年 3 月時点
１ ０「モンゴル国ミレニアム開発目標の 2005～ 2006 年の実施状況－第 2 次報告」ウ
ランバートル市、2007、より
１ １ バヤンズルフ区 CLC を訪問（2009 年 6 月 17 日）した際に提供された資料によ
る
１ ２ 7 つの学校と 3 つの NGO 施設
１ ３ ノンフォーマル教育遠隔教育ナショナルセンターへ出した同 CLC の報告書類
（2008 年 11 月 29 日）より
１ ４ 同上書類による。センター長へのインタビューのなかでは約 40 人（＝別途学
級 25 人＋他学級）
１ ５ バヤンズルフ区の CLC が独自で行った調査によると学校途中退学には：１．学
校途中退学 ２．不就学 ３．地方や他区からの移住に伴う退学 といった基本 3









１ ６ バヤンズルフ区 CLC を訪問（2009 年 6 月 17 日）した際に提供された資料によ
る
１ ７ センター長へインタビュー（ 2009 年 6 月 17 日）より
１ ８ ゾーンモド市は行政上一つのソムとなっており、公的な文書ではゾーンモド・
ソムと記されている
１ ９ 2009 年 3 月時点で、県の教育局から提供された資料による
２ ０ 県の教育局を訪問した際に入手した 2006 年 7 月 25 日付の資料による
２ １ ノンフォーマル教育担当教員 L 氏へのインタビュー（2006 年 9 月）による
２ ２ 2006 年 9 月の現地調査の際に入手したデータ
２ ３ 県の教育局を訪問した際に入手した 2006 年 7 月 25 日付の資料による値。7 歳
～15 歳の義務教育の学齢期児童が 522 人いるうち、345 人が学校に通っている
２ ４ 前記載脚注 16 の資料
２ ５ 高橋満 ほか「モンゴルの社会変動と成人教育」東北大学大学院教育学研究科
『研究年報』58－ 1、 2009.12、 p69-90 において詳しい分析が行われている
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ル集落から構成される第 4 ホロー（図 4-1）の第 1 ヘセグ １、第 6 ヘセ
グ、第 8 ヘセグの 35 世帯（図 4-2）を対象に行った聞き取り調査の結
果に基づいて分析をしていく。聞き取り調査は 2009 年の 3 月と 6 月に













第 1 節 ゲル集落世帯の家族生活
4-1-1 地域の概要、人口の流動化
ソンギノハイルハン区は行政単位再編によってそれまでのオクチャ
ブル区より分立する形で 1992 年 10 月 1 日に設立された。
第 3 章の冒頭で記述したが、同区はウランバートル市の西部に位置
し、面積と人口の両方において市内のもっとも大きい区であるバヤン
ズルフ区に次いで 2 番目を占めている。2008 年度末のウランバートル
108
市 9 区の総人口は 1,067,472 人（251,758 世帯）、うちバヤンズルフ区
の人口はその 22,0％にあたる 235,192 人（56,621 世帯）、次にソンギ
ノハイルハン区 21.8％にあたる 232,326 人（52,770 世帯）であり（第
3 章、図 3-1）、面
積 は 1,200.6 
км²である ２。
設 立 当 時 は 20
の ホ ロ ー と















年 の 第 4 ホ ロ ー の 面 積 は
7,395km2、人口は 12,738 人（2683
世帯）で、設立の翌年である 1993
年の 3,561 人より 3.6 倍の増加
を見せている。同期間のウラン
バートル市人口（588,000 人→
1,067,400 人）の 1.8 倍の増加、
ソ ン ギ ノ ハ イ ル ハ ン 区 人 口
（115,000 人→232,300 人）の
2.0 倍の増加よりも約 2 倍大き
図 4－1 ソンギノハイルハン区における 21 のホローと
調査対象地域第 4 ホローの位置（2008 年時点）
出所：ソンギノハイルハン区 CLC を訪問した際に入手した写
真を基に作成












年 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009
ウランバートル市 575.0 588.0 596.0 612.1 624.9 638.4 652.2 760.1 773.6 790.8 821.8 869.9 915.5 952.4 987.2 1,025.2 1,067.4 1,106.7
ソンギノハイルハン区 115.00 118.1 119.7 123.7 125.2 127.3 130.7 154.3 158.6 162.4 169.0 182.2 195.7 204.6 211.1 220.3 232.3 241.4
バヤンズルフ区 87.5 95.8 100.4 102.2 104.8 107.2 110.5 147.4 149.6 153.4 160.6 172.8 184.7 196.1 211.6 221.6 235.2 250.2
出所：ウランバートル市統計局（ http://www.ubstat.mn/、参照日 :2019.3.17）
S 区：ソンギノハイルハン区 、B 区：バヤンズルフ区
ウランバートル市の人口は 1992～2009 年の 18 年間で 2 倍弱、ソン
ギノハイルハン区は 2 倍強、バヤンズルフ区約 3 倍の増加を見せてき
ている。
次に、ソンギノハイルハン区が設立された 1992 年を 100 とし、それ
ぞれの年別の増加傾向を整理してみよう。
表 4－2 人口増加の概況（千人）
年 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009
ウランバートル 100 102 104 107 109 111 113 132 135 138 143 151 159 166 172 178 186 193
前年度との差異 2 2 3 2 2 2 19 3 3 5 8 8 7 6 6 8 7
ソンギノハイルハン区 100 103 104 108 109 111 114 134 138 141 147 158 170 178 184 192 202 210
前年度との差異 3 1 4 1 2 3 20 4 3 6 11 12 8 6 8 10 8
バヤンズルフ区 100 110 115 117 120 123 126 169 171 175 184 198 211 224 242 253 269 286
前年度との差異 0 10 5 2 3 3 3 43 2 4 9 14 13 13 18 11 16 20
出所：ウランバートル市統計局（ http://www.ubstat.mn/、参照日 :2019.3.17）
ここで確認できることは 1999 年の急激な人口増加と 2003 年以降も
継続した強い増加傾向である。ソンギノハイルハン区の場合は、ウラ
ンバートル市全体の指数を下回るのは 1994 年、1996 年、同じであるの
が 1997、2001 年、2006 年のみで、ほかのすべての年にウランバートル
市の平均を上回っている。なお、バヤンズルフ区はウランバートル市
の平均を下回ったのは 1995 年と 2000 年のみで、ほかのすべての年に







年 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009
社会増加 3,860 5,810 8,818 7,677 6,020 7,181 14,738 14,732 19,369 10,843 23,505 39,468 40,246 27,386 23,110 21,678 23,208 17,614
自然増加 8,255 4,523 6,099 6,911 6,240 5,443 5,972 7,552 6,734 7,270 7,656 8,049 8,778 9,513 11,675 16,302 19,528 21,632
出所：ウランバートル市統計局（http://www.ubstat.mn/、参照日:2019.3.17）
1992 年、1996 年、2009 年を除く全ての年に社会増加率が自然増加率
を上回っており、体制転換後の 20 年間はウランバートルへ移住してく
る人々の激しい流入状況が続いてきたことが分かる。特に、ピークで













めが 5 件、家族員の病気の治療が 2 件あるのに対して「失業したため














































































































































以下 Tg と記す）以上が 4 世帯、30～40 万 Tg が 4 世帯、20～30 万 Tg が
8 世帯、15～20 万 Tg が 8 世帯、10～15 万 Tg が 7 世帯、10 万 Tg 以下
が 3 世帯、不明が 1 世帯となっている。ウランバートル市の世帯収入
の平均は 2008 年で約 40 万 Tg１ ０であり、この水準にあるのは 4 世帯に
と ど ま る 。 貧 困 ラ イ ン １ １ を 指 数 と し て み て も 一 人 当 た り の





また、収入を 20 万 Tg 以上(番号 1～16)と 20 万 Tg 以下（番号 17～35）
で二つのグループに分けてみると、上位グループにはウランバートル
市内からの移住者と地方からの移住者の比率が 56：44（9 世帯：7 世帯）





帯支出の平均は 2008 年で約 45 万 Tg１ ３であるに対比させれば、その水
準にあるのは 6 世帯（番号 2、3、⑥、⑦、⑩、⑫、40 万～47 万 Tg）
にすぎない。しかもそのうち、番号 2 の 1 世帯を除く 5 世帯では支出
額が収入額を上回っており、3 世帯が借金をかかえている。
この調査では、収入額以外に、世帯の総支出、うち食料費と教育費を
調べている。支出の方がわずかに高い結果（1 世帯平均 5 人（表 4－3b）
に、収入が平均 23.6 万 Tg、支出 24.1 万 Tg）がでているが、これをも
とに分析をしてみよう。
第 1 に、支出に占める食料費の割合の関係でいうと、エンゲル係数は
低所得層ほど高くなる傾向がある。40 万 Tg 以上の収入がある世帯では
食料購入費が世帯総支出のおおよそ 34％、20～40 万 Tg の収入の世帯





20 万 Tg 以上の収入に対して支出の約 13％、10～20 万 Tg の収入に対す




11 件）が、くわえて食料購入（3 件）、越冬のための石炭購入（2 件）、
自営や家計向上のための借金（3 件）、ゴミ処理代の不納（2 件）、学費
















Q4 食 費 ・ 教 育 費 の 額











　40万以上 40万 食費＝約12万／教育費＝3万 ② ない
3 核家族世帯＋祖母 夫38：自営業、妻37：幼稚園教諭 妻の給料：25万、夫の給料20万、祖母の障害者年金81,000、児童手当2人分22600 　40万以上 47万 食費＝約15万／教育費＝7万 ② ない
④ 核家族世帯 夫41：電力会社勤務、妻41：無職 夫の給料：4万、児童手当1人分11300 　40万以上 25万 食費＝約10万／教育費＝2万 ② ない












　35万～40万 43万 食費＝約15万／教育費＝3万 ② ない
⑧ 核家族世帯 夫27：無職、妻26：車掌 妻の給料：23万、児童手当5人分56500、扶養者を失った手当て54000 　30万～35万 35万 食費＝約20万／教育費＝4万 ① ある：30万Tg、理由：電気代の未納
























Q4 食 費 ・ 教 育 費 の 額































































家庭主（母）の収入 　15万～20万 20万 食費＝約10万／教育費＝2.5万 ① ある：50万Tg、理由：電気代の未納
表4-4　ゲル住民の世帯構成と経済的状況（番号１3～24）
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Q4 食 費 ・ 教 育 費 の 額






　10万～15万 16万 食費＝約7万／教育費＝1万 ① ある：5万Tg、理由：電気代の未納





































































１ ４なのである。就学年齢の子どもがいない 4 世帯を除く 31 世帯が支
給されている。児童手当が世帯収入の構成に占める割合は、40 万 Tg
以上の収入がある世帯で約 6％、20 万～40 万 Tg の収入を得ている世帯











































35 世帯のうち、住民登録をしていない者を含む世帯が 7 世帯ある。
一緒に住んでいる親族（親戚の娘、妻の成人した弟）が住民登録をし
ていない世帯が 2 世帯（番号 1、⑧）、核家族の世帯員（父、母、子）
が住民登録をしていない世帯が 5 世帯（番号 13、19、24、㉕、33）あ
り、そのうちの 4 世帯が地方からの移住者である。表 4－4 の順位は世
帯収入の順でつけているため、ここには、わずかではあるが、世帯収
入が下がるに連れて核家族世帯の世帯員が住民登録をしていない傾向






























負担している。家庭診療所は 1999 年から政府と ADB（Asian Development 
Bank=アジア開発銀行）の共同プロジェクトによって設置が始まり、





































④ 核家族世帯 ○ ○
診察を受ける、旦那が最近火傷して、
診察をうけた
受けさせる 2，3年前、米5キロ，砂糖5キロもらった。 いない いない
5 核家族世帯+母子世帯 ○ ○ 診察を受ける 診察を受けさせる ない いない いない





























○ ○ ホローの家庭診療所で診察を受ける。 受けさせる ない いない いない
⑪ 核家族世帯 ○ 未加入 診察を受けている 診察を受けさせる、最優先に。 ない いない いない




































○ ○（18000Tg） 診察を受ける、家庭診療所で 診察を受けさせる、素早く。 ない いない いない










× ○ 診察を受けている 診察を受けさせる 2006年に新婚者助成の50万Tg。 いない いない
20 核家族世帯 ○ 未加入
お金が無いので、診察を受けることは
出来ません。







受ける 受けさせる ない いない いない
22 核家族世帯 ○ ○（定年者）政府 診察を受けますが入院は出来ません 受けさせる ない いない いない














































医療保険 自分の 医療診察 子ど もの 医療診察 政府やNGO団 体の援助経験 義務教育 未修了者 非識字者







27 母子世帯 +核家族世帯 ○ 未加入
金が無い為、診察を受けることができ
ない。














㉙ 核家族世帯 ○ ×：３年前から 自分は診察を受けません 受けさせる ない いない いない























































35 核家族世帯 ○ 未加入 診察を受けている 診察を受けさせる ない いない いない
表4-5　ゲル住民の社会的保障・教育の状況（番号26～35）
       註：地域調査により作成。
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3 義務教育未終了者と非識字者











ウランバートル市出身世帯では 6 世帯で 5 人～1 人の義務教育未修了







現在 23 歳になっている女性の存在から、90 年代初め頃、家畜が私有化
されるときの“学校をドロップアウトした遊牧地域の子ども”が今都
市への移住者になっていることが確認される。
非識字者に関しては上述の 9 世帯のなかの 6 世帯に読み書きに困難
を感じる人がいる。多い順で 4 人（番号⑧）、2 人（番号⑭）、1 人（番
号 2、18、㉕、㉚）である。これら義務教育未修了者や非識字者はノン
フォーマル教育の CLC などで補助教育を受けることが可能である。
4 義務教育未終了者・非識字者に対する CLC の対応例
実際、番号 18を除く 5世帯の人が CLC で学んだ履歴をもっているか、
現在 CLC の補助教育に参加している状態である（表 4－6）。
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表 4－6 CLC の対応例と対応できていない事例
番号 CLC の対応例 対応できていない例
⑧ 13 歳の弟が CLC で 7 年生 1 人：次女 23 歳
⑭ 14 歳の 3 女が CLC で 6 年生。読み書き、手工芸、
デザインを学んでいる。
2 人：長男 20 歳、長女
23 歳
㉕ 長女（18 歳）は CLC で学んでいたが、8 年生で
辞めたので卒業証書もらえていない。長男（ 15
歳）が CLC7 年生。
1 人：長女 15 歳。CLC を
やめたため。
㉚ 次女（24 歳）が CLC の美容教室に参加していた。
今、普通教育学校 6 年生の三女が 10 歳になって
から CLC の就学前教育に参加して、読書きを習
ってから学校へ移行した。
1 人：長男 21 歳、CLC 以
外 の 援 助 機 関 の 教 室 に
通ったがやめたため。
33 長女（19 歳）と次女（18 歳）が CLC の 5 年生に






























5 政府や NGO 団体からの支援・援助の経験
























第 2 節 極限の生活と外部からの支援の内実
第 1 節では、貧困世帯の経済的、社会的面、彼らを支えている教育的、
物資的援助の状況を把握してきた。第 2 節では、2009 年の聞き取り調
査の対象世帯のなかから番号 17、22、24、㉕、27、31、㉜、33、㉞の
126






































































































































































































































ていた 25,000 をもらっていた、今年は子ども一人当たりの 7 万を貰った。
133




※ : そ う で すね 、 一 部 の 人に は 支 給 が 始ま っ て い る よ う でし た ね 。 そ の




















ヘセグ長：あったような気がします。 2 年間は支給していた。2008 年から始
まったのかな。今は、妊娠している女性に 1 ヶ月に 2 万トグリグが支給され
ています。
A：妊娠の 5 ヶ月以上過ぎたらもらっているようですね。
※：出産の 10 万、結婚の 50 万、子どもの 3,000 と 25,000 が全部なくなった
ということですね。
ヘセグ長と A さん：そうです。全部なくなった（番号 24）。
社会保障制度による支援には、定年金、障害者年金、新婚者一時金、妊









































































































































                                                  
１ ヘセグとは部分、セクションという意味の言葉。ホローを構成する部分、 町。
ソンギノハイルハン区の HP（ http://shd.mn）によるとアパート地区のヘセグは約














９ 2009 年 6 月時点での日本円とモンゴル・トグリグの為替レートは 1 円 14.88 ト
グリグ。したがって、40 万トグリグは日本円では約 2 万 7 千円、1 万トグリグは
約 672 円である（日本銀行 https://www.boj.or.jp 、モンゴル国率統計局データ
ベース https://www.1212.mn の情報を利用した。参照日 2019.3.27）




１ ２ 2009 年ウランバートル市の貧困基準（モンゴル国国家統計局長 01/35 号命令、
2009.3.25 による）。また、2008.1.1～ 2011.4.4 間の最低賃金額は 108,000Tg（政
府命令 350 号 2007.12.26 による）
１ ３ モンゴル国統計局、統計情報総合データベース http://www.1212.mn（参照日
2019.3.1）
１ ４ 収入に関係なくすべての子どもに支払われた。子ども一人当たり、3 ヶ月ごと
に 25,000Tg、 1 ヶ月ごとに 3000Tg→月額約 11,300Tg となっている
１ ５ モンゴルでは「医療保険法」により、 16 歳までの児童（学校の生徒である場
合 18 歳まで）、専門学校、カレッジ，大学の正規課程の学生、定年者、子育て中
の母（父）は子どもが 2 歳（双子の場合 3 歳）になるまで、兵役中の人、その他




                                                                                                                                                         
2009:117
１ ７ 『保健分野開発プロジェクトフェーズ３ 家庭診療所の法的ステータスの分
析』プロジェクトの法律担当チーム作成、2009:4-6 ( “Эрүүл мэндийн салбарын 
хөгжил хөтөлбөр-3” төсөл “Өрхийн эмнэлгийн эрх  зүйн статусын хуулийн 
анализ” Төслийн хуулийн баг,  2009)
１ ８ インド国民と政府からの援助として、2008 年 6 月に米と砂糖を国の各地へ届
けている（http://news.gogo.mn/r/29803， 2008.6.10 の記事による）
１ ９ 高橋満ほか 2010.5
２ ０ 同上
140


















終 わ っ た 後 、 国 策 （ ノ ン フ ォ ー マ ル 教 育 ナ シ ョ ナ ル プ ロ グ ラ
ム:1997-2004 が中心）によってその運営が推進されたことについて第
2 章で述べてきた。
また、2008 年 8 月の時点で、国全体で 375 館の CLC があり、21 県の
331 ソムと県庁所在地、ウランバートル市の各区に１館ずつ CLC が設
置されていることについて第 3 章で触れた。これらに、458 人のノン
フォーマル教育の教職員が配置されているうち、130 人が 10 ヶ所にあ
る独立型 1で、比較的広い範囲の活動をしている CLC で働いている 2。
これらの独立型 CLC の 7 館がウランバートル市内にあるうち、6 か















対象 者 性別 年齢 卒業 大 学と 卒 業年 CLC 入職年 センター長に
なった年
A さ ん 女性 40 代後 半 モン ゴ ル国 立 大学 、1984 1998 1998
B さ ん 男性 50 代前 半 師範 学 校 1974、 師範 大 学 1986 1998 1998
C さ ん 女性 40 代後 半 師範 大 学、1982 1998 1998
D さ ん 女性 40 代後 半 師範 大 学、1986 2001 2001
E さ ん 女性 40 代後 半 師範 大 学、1986 1998 2008
F さ ん 男性 35 歳 文系 私 立大 学 、1999 2000 2000
A～D さんの 4 人は初代のセンター長で、E さんと F さんはそれぞれ
何人かのセンター長が入れ替わった後に CLC のセンター長に入職して
いる。特に、E さんは他に主職がありながら、CLC で非常勤教師として
10 年も働いてからその CLC のセンター長に赴任されている。つけ加え




























































































































図 5-2  異動、転職、職位上昇の概要
A さん D さん
B さん E さん















































































































































































































































































以下ではまず、センター長が主体として行う CLC の運営、そして CLC
が住民に届けている教育サービスの概要を紹介していく。
図 5－3 CLC の活動と職員の力量形成との関係（概念図）
5-2-1 CLC の運営と教育事業
1 CLC の基盤整備
対象者 6 人のうち、4 人（A～D さん）はウランバートル市の各区に
おいて CLC が新設された時からの初代のセンター長である。2 人（F さ




































 ノ ン フ ォ ー マ ル
教育、CLC に対す




































































































































































































































































































































というと、最初には成人の識字学級を 2 つ開くつもりです。3 月 1 日から。
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